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はじめに

　本書は、国・地方公共団体の公会計及び公会計領域の全体像を判りやすく、ま

た実践的に読解可能な体裁を用意したものである。

　それ故、公会計・公監査の理論的基礎、原則、基準の目的・構造、基準等の展

開過程、国・地方公共団体等での実務に資する手続、財務諸表・財務書類の作り方、

実際のケースとその見方、公監査については具体的な公監査手続の品質管理マ

ニュアル等を詳細に解説している。

　第１章は、現在の地方公共団体の公会計制度の特徴を示している。

　第２章は、地方公共団体の公営企業会計の特質と見直しの内容を示している。

　第３章は、わが国の地方公共団体の公会計改革の現状と方向性を示している。

　第４章は、地方公共団体の財政健全化を目指す健全化法の特徴を示している。

　�第５章は、全国的な地方公会計改革としての基準モデルと総務省方式改訂モデ

ルの内容とケースを示している。

　�第６章は、東京都、大阪府における地方公会計の改革の内容と基準を示してい

る。

　�第７章は、地方公会計改革の柱である統一的・標準的な基準の検討が進められ

ている総務省の研究会の展開方向を説明している。

　第８章は、地方公共団体の外郭団体の公会計制度及び基準を説明している。

　第９章は、外郭団体の財務諸表のケースと公監査、内容を説明している。

　第 10 章は、わが国の国の公会計制度の枠組みを説明している。

　第 11 章は、わが国の国の財務書類の内容とケースを説明している。

　�第 12 章・第 13 章は、公会計基準の方向性を IPSAS、IFRS、英国・米国を中

心に説明するとともに、わが国における展開方向の枠組みを示している。

　�第 14 章は、国の外郭団体である独立行政法人・国立大学法人の会計制度を説

明している。



　第 15 章は、IPSAS の展開内容と基準の説明を行っている。

　�第 16 章は、国・地方公共団体等の公監査のあるべき制度と公監査基準の体系

の説明を行っている。

　�第 17 章は、公監査基準の構成内容と特に法規準拠性、業績（行政成果）、公監

査手続のケースを説明している。

　第 18 章は、地方公共団体の公監査制度と基準・実務ケースを説明している。

　本書は、以上のように、特に具体的にこれから携わる国・地方公共団体の職員

の方々、会計専門職としての公認会計士、税理士、コンサルティングファームや

これら財務書類を活用する納税者、国民、市民、議員、金融機関、取引業者等の

ステークホルダーの皆さんの利便を考慮して書かれたものである。

　著者は、分担して鈴木、林、鵜川、平、石井の一般社団法人�青山公会計公監査

研究機構の主任研究員等によって執筆されている。

　本書の出版にあたっては、法令出版の鎌田順雄社長に大変お世話になった。感

謝申し上げる。

　平成 25 年 12 月

一般社団法人　青山公会計公監査研究機構�

理事長　鈴木　豊
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